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Ⅰ この法律の目的                    （第１条） 

   

育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（以下「法」といいます。）

は、育児休業及び介護休業に関する制度並びに子の看護休暇及び介護休暇に関する制度を設けるととも

に、育児及び家族の介護を行いやすくするため所定労働時間等に関し事業主が講ずべき措置を定めるほ

か、育児又は家族の介護を行う労働者等に対する支援措置を講ずること等により、このような労働者が

退職せずに済むようにし、その雇用の継続を図るとともに、育児又は家族の介護のために退職した労働

者の再就職の促進を図ることとしています。ここで言う育児休業には、産後パパ育休（出生時育児休業）

が含まれます。 

育児及び家族の介護を行う労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるよう支援することによっ

て、その福祉を増進するとともに、あわせて、我が国の経済及び社会の発展に資することを目的として

いるものです。
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